
６ 府営住宅用地事業用定期借地権設定に関する基本協定（案）
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府営住宅用地事業用定期借地権設定に関する基本協定（案）

大阪府（以下｢甲｣という。）と○○○○（以下｢乙｣という。）とは、甲所有の府営住宅用地を貸付け、

○○○○の営業を行うことに関して次の条項のとおり合意する。

（目的）

第１条 府営住宅用地事業用定期借地権設定に関する基本協定（以下「本協定」という。）は、乙が○

○○○の営業を行うにあたり、建設工事及び事業開始等が確実かつ円滑に推進されることを目的とす

る。

（貸付土地）

第２条 甲から乙に貸付ける土地（以下「本件土地」という。）の表示は、末尾記載のとおりとする。

（賃貸借契約の締結）

第３条 甲及び乙は、本件土地を専ら○○○○の用に供する建物及び附帯施設（以下「本件建物等」と

いう。）の所有を目的とする借地借家法（平成３年法律第９０号）第２３条第２項に定める事業用定

期借地として賃貸借契約を締結する。

２ 前項に規定する契約（以下「本契約」という。）は、平成○○年○○月○○日までに別途これを締

結する。

３ 本契約の締結は、事業開始に必要な諸手続き並びに許認可・承認等（※１）が終了し又は取得され

た後行うものとする。

４ 乙は、本件土地の利用計画が募集条件に適合することを証するため、甲の請求があった場合は、必

要な図書等を提出しなければならない。

（借地権）

第４条 本件借地権については、契約の更新（更新請求及び土地の使用継続によるものを含む）及び建

物の再築による存続期間の延長がなく、また借地権者は建物の買取を請求することが出来ないものと

する。

２ 本件借地権については、民法第 619 条の適用はないものとする。

３ 本契約に基づく借地権の存続期間は、契約締結の日から 20 年間とする。

（貸付料及び契約保証金）

第５条 本契約の貸付料は、年額金○○○○円とする。

２ 乙は甲に対して、本件借地権設定にかかる自己の債務不履行を担保するため契約保証金を預託する

ものとする。

３ 本契約の契約保証金は、年額貸付料に相当する額とする。

４ 前項の契約保証金は、本協定締結後、甲の発行する納入通知書（※２）により本契約締結までに納

入しなければならない。

５ 契約保証金は契約の終了に伴い、本件土地の返還を受け、かつ本件建物の登記を行った場合には建

物滅失登記がなされた後、甲は、乙に対して金利を付さず返還するものとする。

６ 甲は、本契約に基づいて生じた乙の債務で未払いのものがあるときは前項契約保証金の額から当該

未払債務の額を差し引いた額を返還するものとする。

（貸付料の支払）

第６条 乙は、第５条第１項の貸付料について、毎年度４回に分け、甲の発行する納入通知書により甲

に支払わねばならない。

２ 各年度の第１回分は４月３０日までに、第２回分は７月３１日までに、第３回分は１０月３１日ま

でに、第４回分は１月３１日までに支払うものとする。ただし、本契約にいう会計年度は、毎年４月

１日から翌年３月３１日までとする。

３ 貸付料は、本契約締結日から発生する。なお、当該年度の貸付期間が１年未満となる、初年度およ

び最終年度の貸付料は、年 365 日の日割計算で貸付料を計算し、百円未満を切上げた額を支払う。

（有益費等請求権の放棄）

第７条 乙は、本件土地に投じた有益費、必要費及びその他の費用があっても、これを甲に請求するこ

とができない。

（登 記）

第８条 本契約締結後、乙は本件建物について表示登記ならびに保存登記をする場合は、その完了後、

建物にかかる全部事項証明書 1 通を甲に提出しなければならない。
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２ 乙は本件建物について前項の表示登記等をした場合は、本契約終了後速やかに乙の責任と負担にお

いて滅失登記をしなければならない。

（乙の責務）

第９条 乙は、事業の執行において必要な手続きを、信義に則り誠実に行うものとする。

２ 乙は、本協定締結後、本件土地の管理を行うものとする。

（費用負担）

第 10 条 明示的に合意されたものを除き、甲乙は、本協定及び本協定で言及するその他の書類作成、

締結及び実行に関する費用を各自負担する。

２ 乙は、本契約の公正証書作成費用、本件建物に係る登記費用その他の諸費用の一切を負担する。

（管轄裁判所）

第 11 条 本協定に関して甲乙間に紛争が生じた場合は、甲、乙、双方とも誠実に紛争解決に努力する

ものとする。

２ 甲乙間で紛争が解決できない場合は、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所として紛争の解決

に努めるものとする。

（疑義の決定）

第 12 条 本協定に定めのない事項又は疑義を生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。

本協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

           甲 大阪府  

          代表者 大 阪 府 知 事 名   ㊞

               

   乙   ○○○○○○○○○

○○○○○○○

               ○○○○○○○○      ㊞

（本件土地の表示）

    所在 堺市南区高倉台一丁３番２

地目 宅地

地積 11,631.38 ㎡のうち 1,050.98 ㎡（別添図面(1)のとおり）

※１ 主な諸手続き並びに許認可・承認等としては、開発協議、建築確認、道路工事施工承認等を想定

しています。

※２ 納入通知書の納期限は、通常の場合、発行日から 20 日となります。
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７ 事業用定期借地権を設定する旨の公正証書を作成することを目的とする

合意書（案）
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事業用定期借地権を設定する旨の

公正証書を作成することを目的とする合意書 （案）

貸付人大阪府(以下｢甲｣という。)と、借受人○○○(以下｢乙｣という。)とは、次の条項を内容とする借

地借家法(平成 3 年法律第 90 号。以下「法」という。）第 23 条第 2 項の規定に基づく事業用定期借地権

設定契約(以下｢本契約｣という。)を公正証書により締結する。

（貸付物件）

第 1 条 甲は、その所有する末尾記載の土地(以下｢本件土地｣という。)を乙に賃貸する。

２ 甲は、第 6 条に定める賃貸借期間の初日に、本件土地を乙に引き渡す。

（善管注意義務）

第２条 乙は、善良な管理者の注意義務をもって本件土地を使用しなければならない。

２ 乙は、地域の交通の安全及び保安を確保するとともに、騒音対策、看板、照明等の設置、廃棄物処

理等について適切に配慮し、近隣の住環境を良好に維持することに努めなければならない。

（本契約の目的）

第３条 本契約は、甲及び乙が、本件土地に法第 23 条第２項に規定する事業用定期借地権（以下「本

件借地権」という。）を設定することを目的とする。

２ 本契約により甲が乙のために設定する本件借地権は賃借権とする。

（使用目的）

第４条 乙は、本件土地を使用するにあたり、○○○○の用に供するための建物及び付帯施設(以下｢本

件建物等｣という。)を所有し、その全部を乙が自ら使用し、他の目的に使用してはならない。ただし、

あらかじめ乙が甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。

２ 本件土地上に乙が有する本件建物等の構造、規模及び用途は、末尾｢物件の表示｣記載のとおりとす

る。

３ 乙は、本件土地及び本件建物等の全部又は一部を居住の用に供してはならない。

（禁止用途）

第５条 乙は、本件土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23年法律第 122号)

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する

業の用に供してはならない。

２ 乙は、本件土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77 号)第２条

第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、

公序良俗に反する用に供してはならない。

３ 乙は、本件土地を政治的用途・宗教的用途に供してはならない。

４ 乙は、本件土地を悪臭・騒音・土壌汚染、大型車両の通行増大が予想される資材置場、残土置場等

の近隣環境を損なうと予想される用途に供してはならない。

５ 乙は、第三者をして、本条第１項から第４項までの行為を行わせてはならない。

（賃貸借期間）

第６条 賃貸借期間は、平成○年○月○日から平成○年○月○日までの 20 年間とする。

２ 乙は、本契約締結後に、本件建物等の建築に着手する。

(契約の更新等)
第 7 条 本契約は、法第 23 条第 2 項の規定に基づくものであるから、法第３条から第８条、第 13 条及

び第 18 条並びに民法第 619 条の規定は適用されないので、第 6 条に規定する期間の満了により終了

し、契約の更新はないものとする。

(貸付料)
第８条 本件土地の貸付料は、年額金○○○○円とする。ただし、１年未満の期間については、年 365
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日の日割計算によるものとする。なお、100 円未満は切り上げとする。

２ 貸付料は、本契約締結日の３年目の応答日を第 1 回として３年毎に改定し翌年 4 月 1 日から適用す

るものとする。

３ 前項の改定は、下記の算式により行う。

   新貸付料＝従前の貸付料×変動率

   変動率＝貸付料改定時直前暦年の年平均消費者物価指数÷従前貸付料決定直前暦年(第 1 回目の

改定の際は、平成 27 暦年)の年平均消費者物価指数（いずれも総務省統計局の大阪市における消

費者物価指数総合指数)
４ 第 2 項の規定により、貸付料を改定するときは、甲は改定通知書により乙に通知する。

５ 前項の通知があったときは、第 1 項の規定にかかわらず、甲の指定する日以降の本契約に定める貸

付料は、当該通知額とする。

６ 第 6 条に定める賃貸借期間の中途において、本契約が解除されたときは、乙は、本契約が解除され

た日までの貸付料を支払う。この場合の計算方法は、年 365 日の日割計算とする。

７ 第 1条に規定する本件土地の面積と本件土地の実測面積が異なることを理由とする貸付料の調整等

は行わないものとする。

(支払方法)
第９条 貸付料は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までを 1 年度とし、乙は、毎年度の貸付料を、下

記に定める期限までに、別途甲の発行する納入通知書により、甲に支払う。

  ただし、初回については、契約日から 30 日以内に、契約日から起算した貸付料を支払い、最終回

については、貸付終了日の属する下記に定める期間の支払期限までに、最終年度貸付料の残額を支払

う。

期  間 支払貸付料 支払期限

第１回(４月１日～６月 30 日) 金○○○○○円 各年 ４月 30 日

第２回(７月１日～９月 30 日) 金○○○○○円 各年 ７月 31 日

第３回(10 月１日～12 月 31 日) 金○○○○○円 各年 10 月 31 日

第４回(１月１日～３月 31 日) 金○○○○○円 各年 １月 31 日

    
（遅延損害金）

第 10 条 乙は、前条の支払期限までに貸付料を支払わないときは、支払期限の翌日から支払の日まで

の日数に応じ遅延利息として当該金額につき年 5 パーセント(大阪府財務規則に定める違約金利率)の
割合で計算した遅延損害金（百円未満であるときは、支払うことを要せず、その額に百円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てる。）を、甲の発行する納入通知書により、甲に支払う。

  ただし、大阪府財務規則に定める違約金利率に改定があったときは、改定後の利率による。

(充当の順序)
第 11 条 乙が、貸付料及び遅延損害金を納付すべき場合において、納付された金額が貸付料及び遅延

損害金の合計額に満たないときは、まず遅延損害金から充当する。

（契約保証金）

第 12 条 乙は、貸付料、第 10 条に規定する遅延損害金その他本契約に基づいて生ずる一切の乙の債務

を担保するため、甲に対し年額貸付料と同額の契約保証金(以下「保証金」という。) 金○○○○円

を預託済みである。

２ 乙に貸付料の不払いその他本契約に関して発生する債務の支払遅延が生じたときは、甲は、催告な

しに保証金をこれらの債務の弁済に充当することができる。甲は、この場合には、弁済充当日、弁済

充当額及び費用を乙に書面で通知する。乙は、甲より充当の通知を受けた場合には、通知を受けた日

から 30 日以内に甲に対し保証金の不足額を追加して預託する。

３ 本契約の終了に伴い、乙が本件土地を原状に復して甲に返還し、かつ、本件建物の登記を行った場

合には建物滅失登記がなされた後において、甲は、本契約に基づいて生じた乙の債務で未払いのもの
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があるときは保証金の額から当該未払債務の額を差し引いた額を、また、未払いの債務がないときは

保証金の額を、それぞれ遅滞なく乙に返還する。この場合において、返還すべき金員には利息を付さ

ない。

４ 前項の場合において、未払債務額を差し引いて保証金を返還するときは、甲は、保証金から差し引

く金額の内訳を乙に明示しなければならない。

５ 乙は、本件土地を原状に復して甲に返還するまでの間、保証金返還請求権をもって甲に対する賃料

その他の債務と相殺することができない。

６ 第８条第２項の定めにより貸付料が増額されたときは、保証金も年額貸付料と同額に増額されるも

のとし、貸付料が減額されたときは、保証金の額は変わらないものとする。貸付料が増額された場合

において、乙は、甲の請求に基づき、新たな保証金の額と従前の保証金の額の差額を追加して預託す

る。

（瑕疵担保責任）

第 13 条 甲は、本件土地について、瑕疵担保及び危険負担の責任を負わない。

（禁止事項）

第 14 条 乙は、あらかじめ甲の書面による承諾を得なければ、次の各号のいずれかに該当する行為を

することができない。

(1)第４条に定める使用目的の変更

(2)本件借地権の譲渡又は本件土地の転貸

(3)本件土地の区画形質の変更

(4)本件建物等の増改築又は建替え

(5)本件建物等の譲渡、賃貸又は抵当権等担保権の設定

(6)本契約にかかる契約保証金返還請求権の譲渡又は担保権の設定

（土地の譲渡）

第 15 条 甲は、本件土地を第三者に譲渡しようとする場合は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなけ

ればならない。

２ 甲は、本件土地を第三者に譲渡した場合には、乙に対する保証金返還債務を当該第三者に承継させ

なければならない。

（有益費等請求権の放棄）

第 16 条 乙は、本件土地に投じた有益費、必要費及びその他の費用があっても、これを甲に請求する

ことができない。

（滅失又はき損等）

第 17 条 乙は、本件土地が滅失又はき損、もしくは第三者に占拠されたときは、直ちにその状況を甲

に報告しなければならない。

２ 乙は、乙の責めに帰すべき事由により、本件土地が滅失又はき損、もしくは第三者に占拠されたと

きは、甲の指示に従い、乙の負担において、これを原状に復旧しなければならない。

（届出義務）

第 18 条 乙又はその包括承継人は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこれを甲に書面に

より届出なければならない。

(1)本件建物等を滅失したとき

(2)乙の住所、氏名等に変更があったとき

(3)相続又は会社の合併等により借地権の承継があったとき。

(4)破産、民事再生、特別清算若しくは会社更生の申立てを受け、又はこれを自ら申し立てたとき

（実地調査等）

第 19 条 甲は、本件土地について随時その状況を実地に調査し、乙に対して必要な報告又は資料の提

出を求めることができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ又は報告もしくは資料の

提出を怠ってはならない。
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（立ち入り、使用の制限等）

第 20 条 乙は、本件土地における甲が所有する埋設管等の施設の点検や改修を行うための立入り、又

は本件土地の乙による使用の制限等を甲から請求されたときは、これを承諾しなければならない。た

だし、使用の制限の詳細については、甲乙協議により、対応を決定する。

２ 乙は、本件土地の使用に当たり、雨水管等の埋設管を付け替えた場合は、付け替えた部分を管理す

る。

（契約の解除）

第 21 条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、賃貸借期間中であっても、催告の上、本契約

を解除することができる。

(1)国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため本件土地を必要とすると

き

(2)乙が、賃貸借始期から６か月以内に第 4 条に定める使用目的に供しないとき

(3)乙が、貸付料を支払期限後 3 か月以上経過してなお支払わないとき

(4)乙が、監督官庁より営業取消若しくは停止等の処分を受け、又は自ら営業を休止若しくは停止した

とき

(5)乙が、本契約の条項に違反したとき。

(6)乙が、建築基準法その他本契約に関する法令等に違反したとき

(7)その他、乙に本契約を継続し難い重大な背信行為があったとき

２ 甲は、前項に定めるもののほか、乙が各号のいずれかに該当するときは、賃貸借期間中であっても、

契約を解除することができる。

(1)乙又はその役員等が、暴力団の構成員(大阪府暴力団排除条例（平成 22 年大阪府条例第 58 号）第

２条第 2 号及び第４号に規定する者。以下｢暴力団員｣という。)である場合又は暴力団員が経営に事実

上参加していると認められるとき

(2)乙又はその役員等が、業務に関し、不正に財産上の利益を得るため、又は債務履行を強要するため

に暴力団員を使用したと認められるとき

(3)乙又はその役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団員に対して、金銭、物品その

他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき

(4)乙又はその役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるような関係を有していると認めら

れるとき

(5)乙又はその役員等が、下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約に当たり、その契約相

手方の入札参加資格の有無にかかわらず、前各号に該当する者であることを知りながら、当該契約を

締結したと認められるとき

(合意解約)

第 22 条 前条の規定にかかわらず、合理的で止むを得ない理由がある場合においては、甲乙両者は協

議の上、合意により、賃貸借期間中であっても本契約を解約することができる。

(契約の失効)
第 23 条 天災地変その他乙の責めに帰さない事由により本件土地が使用できなくなったときは、本契

約は失効するものとする。

２ 前項の場合は、甲乙相互に損害賠償の請求をしない。

(契約保証金の帰属)
第 24 条 甲が、第 21 条第 1 項第 2 号から第 7 号又は第 2 項の各号の規定により契約を解除したとき

は、第 12 条に定める契約保証金は、甲に帰属するものとし、乙はその返還を求めることはできない。

(損害賠償請求)
第 25 条 甲が、第 21 条第 1 項第 2 号から第 7 号又は第 2 項の各号の規定により契約を解除した場合

において、甲に損害があるときは、甲は、乙に対し賠償を請求することができる。
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（原状回復義務）

第 26 条 乙は、賃貸借期間満了のときはその期日までに、また契約解除の通知を受けたときは甲の指

定する期日までに、甲の指示により自己の責任と負担において、本件土地上の建物その他工作物(基礎

部分等含む)を除去し、原状に回復して甲乙立会いのもとで甲に更地で返還しなければならない。

２ 甲は、本契約開始時に現存している樹木や植栽、埋設管等については、乙が撤去した場合において

原状回復を求めない。ただし、乙は、既存照明灯を撤去した場合は、甲の指示により、本件土地の返

還時に、代替照明施設を設置する。また、乙は、本件土地の返還時に、本件土地と道路等隣接地との

境界にフェンス等を設置する。

３ 乙が前二項の義務を怠り又は履行しないときは、甲が代わってこれを施行し、その費用を乙に求償

することができる。

４ 乙は、本契約が解除された以後、本件土地を甲に返還するまでは、その日数に応じ、第 8 条第 1 項

に規定する貸付料及び年 5 パーセント(ただし、大阪府財務規則に定める違約金利率に改定があったと

きは、改定後の利率による。)の割合で計算した額を合計した金額を甲に支払う。この場合の計算方法

は、年 365 日の日割計算とする。

５ 乙は、本件土地返還の遅延により甲に損害が生じたときは、これを賠償する。

（登 記）

第 27 条 乙は本件建物について表示登記ならびに保存登記を行うことができる。

２ 乙は、前項の表示登記ならびに保存登記をした場合は、その完了後、建物にかかる全部事項証明書

1 通を甲に提出しなければならない。

３ 乙は本件建物について第 1 項の登記をした場合は、本契約終了後速やかに滅失登記をしなければな

らない。

（公正証書の作成）

第 28 条 本契約の締結にかかる公正証書作成に要する費用は、すべて乙が負担する。

(公租公課)
第 29 条 本契約に基づき、乙が建築する建築物等に係る公租公課は、すべて乙の負担とする。

(信義誠実等の義務・疑義の決定)
第 30 条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

２ 本契約に定めのない事項又は本契約に関し疑義のあるときは、甲及び乙は、民法その他の法令及び

慣行に従い、誠意を持って協議し、決定するものとする。

（管轄裁判所）

第31条 本契約に係る紛争に関する訴訟は、大阪地方裁判所を第一審の管轄裁判所とするものとする。

（強制執行認諾）

第 32 条 甲及び乙は、本契約による金銭債務を履行しないときは、直ちに強制執行に服する旨陳述し

た。

物件の表示

１ 本件土地の表示

    所在 堺市南区高倉台一丁３番２

地目 宅地

地積 11,631.38 ㎡のうち 1,050.98 ㎡（別添図面(1)のとおり）

    

２ 本件建物の表示

構 造   ○○○○

建築面積  ○○○○

延床面積  ○○○○
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用途    ○○○○

（※別添図面(2)のとおり）

３ 本件建物以外の構造物の表示

工作物   ○○○○  

用途    ○○○

（※別添図面(3)のとおり）


